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国共内戦の「化石」化が中・台両岸民衆の願い

１　はじめに

台湾有事について「存立危機事態になり得る」と
「台湾有事即日本有事」とも言わんばかりの高市早
苗首相発言（１１月７日、衆議院予算委員会）が日
中間に大きな緊張をもたらしている。日中問題を考
えるに際しては、現

い

在
ま

という横軸だけでなく、歴史
という縦軸も併せて立体的に観なければならない。
そして発した言葉がどのような事態を招来するかに
想像力を働かさねばならない。

２　日中間の基本文書で台湾問題は

どう語られてきたか

１９７２年９月２９日、田中角栄総理大臣と周恩
来総理との間で締結された日中共同声明は日中間の
基礎をなすものであり、その後の日中平和友好条約

（７８年）、日中共同宣言（９８年）、「戦略的互恵関係」
の包括的推進に関する日中共同声明（０８年）でも
繰り返し確認されてきた。この４つの基本文書は日
中間の「平和資源」である。

日中共同声明では以下の４項目が確認された。
①　日中両国は、「一衣帯水」の間にある隣国であり、

長い伝統的な友好の歴史を有する（前文）。
②　日本側は過去において、日本国が戦争を通じて、

中国国民に重大な損害を与えたことについての責
任を痛感し、深く反省する（前文）、中華人民共
和国政府は、中日両国国民の友好のために、日本
国に対する戦争賠償の請求を放棄することを宣言
する（本文５項）。

③　台湾は中華人民共和国領土の不可分の一部であ
る〈一つの中国論〉（本文２・３項【注１】）。
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④　反覇権条項、日中両国は互いに覇権（武力で問
題を解決しようとする）国家とはならない（本文
７項）。
文書では確認されていないが尖閣諸島の領有問題

についても、「その話はやめておこう」と棚上げと
する合意があった。

そして「戦争状態の終結と日中国交正常化という
両国国民の願望の実現は、両国関係の歴史に新たな
一頁を開くことになろう」、「両国間の国交を正常化
し、相互に善隣友好を発展させることは、両国国民
の利益に合致するところであり、また、アジアにお
ける緊張緩和と世界の平和に貢献するものである」

（前文）と謳われた。
即ち、日中間の基本文書では、台湾は中国の一部

であり、台湾問題は中国の内政問題であることが繰
り返し確認されてきた。

台湾問題が中国の内政問題である以上、「台湾有
事」即「日本有事」はあり得ない。「台湾有事」に
関連して、自衛隊もしくは在日米軍基地に対する攻
撃がなされた場合に、日米安保条約第５条が発動さ
れ、あるいは上記
以外に米軍に対す
る攻撃がなされた
場合に安保関連法
にいう「存立危機
事態」となり得る
かどうかの検討が
なされるというこ
とになる。
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３　何故、台湾問題は中国共産党政権の

核心的利益に触れるのか

中国共産党政権は中国人民の選挙によって選出さ
れた政権ではない。政権の正統性の根拠は、
①　抗日戦争の勝利（実際に抗日戦争を最もよく戦

ったのは共産党ではなく国民党であった）
②　国共内戦の勝利

にあるとされる。上記根拠のうち②は未完であり、
台湾の「解放」によって完結ということになる。台
湾が中国から離脱して独立するとなると、中国共産
党政権正統性の根拠の一角が崩れることになり、中
国共産党としては絶対に容認できない。このことを
理解しなければならない【注２】。

４　武力行使は反覇権条項違反

ところで、仮に中国が台湾に武力侵攻したとした
場合に、台湾問題は中国の内政問題であり、中国共
産党政権の正統性の根拠の一つとして、中国共産党
にとって、他国からの干渉を許さない核心的な利益
に触れるものであるから、国際社会は、一切「干渉」
すべきではないということになるのか。そんなこと
はない。武力侵攻は、前記日中共同声明第７項の反
覇権条項―武力によって物事を決しない―に違反す
る。

この反覇権条項、当時、中国は、ソ連と核戦争も
辞さないと激しく対立（中ソ対立）しており、ソ連
を念頭に置いてのものであった。日中共同声明から
６年後の１９７８年、日中平和友好条約締結に際し
ても、この反覇権条項が問題となった。当時の中国
代表鄧小平は、ソ連を刺激したくないと渋る日本側
に、「この反覇権条項は、将来、中国が覇権国家に
ならないためにも必要なんです」と説得した。その
４年前の１９７４年４月１０日、国連総会でも、中
国代表団の鄧小平は、「もし中国が変色し、超大国
になり、世界で覇を唱え、いたるところで他国をあ
などり、侵略し、搾取するようなことになれば、世
界人民は中国に社会帝国主義のレッテルをはるべ
きであり、それを暴露し、それに反対すべきであ
り、また中国人民とともにこれを打倒すべきである」

（１９７５年、北京外文出版社「国連特別総会にお

ける中華人民共和国代表団鄧小平団長の発言」）と
演説し、〈中国は覇権国家にならない。もし中国が
覇権国家となったならば、世界の人民は中国人民と
共にその覇権国家を打倒すべきである〉と啖呵を切
った。

もし仮に、中国が台湾に武力侵攻をするような事
態が生じたならば、日本は、日中共同声明第７項の
反覇権条項に関する前記経緯を指摘し、中国政府を
厳しく批判し、武力侵攻をやめさせるよう、あらゆ
る努力をすべきことは、国際社会の一員として当然
である。幸い、中国政府も日中間の４つの基本文書
の厳守を言明している。

５　国共内戦の「化石」化が

台湾民衆２４００万人の願い

中国・台湾両岸の民衆、とりわけ台湾２４００　
万人の民衆が望んでいることは国共内戦の「化石」
だ。中国を「境外敵対勢力」と呼ぶなど対決姿勢を
強めている台湾の頼清徳政権にも問題がないわけで
はない。「台湾有事」をテーマとしたドラマに台湾
政府が出資し、中国が非難している。頼政権は岩崎
茂元統合幕僚会議議長を台湾行政院政務顧問に就任
させた。こんなことが許されてよいのか。「制服」
を脱いだら何をしても良いというわけではない。岩
崎元統幕議長は、台湾で行われた台湾海峡防衛机上
演習に、武居智久元海幕長、デニス・C・ブレア元
米太平洋軍司令官、マイケル・マレン元米統合参謀
本部議長らともに参加している。中国に対する挑発
以外の何物でもない。　
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中国国民党の鄭麗文主席はこのほど、日本メディ
アのインタビューに応じ、「一つの中国」を受け入
れてこそ台湾の生存が確保されると表明した。鄭主
席は１４日付「日経アジア」に掲載された単独イン
タビューで、２０２６年までに防衛予算をＧＤＰの
３％以上に引き上げるとする頼清徳氏（総統）の提
案に反対し、「このような大幅な軍事費の増加は台
湾海峡の安全を真に保障するものではない」と述べ
た。また鄭主席は、頼氏が法的理論上「台湾独立」
を宣言したわけではないものの、その発言には「事
実上『独立』を支持する歴史観とイデオロギーが含
まれている」と批判した。鄭主席は両岸の緊張を緩
和するため、中国国民党と中国共産党のフォーラム
再開を主張し、「対話は確かに対立に取って代わる
ことができる」と述べ、「両岸間のあらゆる相違点
は平和的な手法で完全に解決することができる」と
の見解を示した（２０２５年１１月１９日　ＣＧＴ
Ｎ Ｊａｐａｎｅｓｅ）。

日本も隣人として、台湾に対してもいたずらに中
国政権を挑発するような言動を慎むよう、助言すべ
きだ。

６　戦争を知らない勇ましい世代

台湾有事について兼原信克元国家安全保障局次長
は以下のように勇ましく発言する。
「台湾有事である。米国政府はあらゆるインテリ

ジェンスを駆使して、中国人民解放軍の動向を監視
している。人民解放軍が台湾侵略に動けば、米国は
在日米軍を使って直ちに作戦行動に入るであろう。
首相は、武力攻撃事態法に従って存立危機事態を認
定し、自衛隊に防衛出動を下令することになる。

日々、血の滲
にじ

むような訓練を繰り返している自衛
隊員は、素晴らしい働きを見せるであろう。日本国
民の命を自らの命より優先することを受け入れた自
衛隊員たちが続々と飛び出していく。その多くは家
族を残して戦場に向かう（２０２５年９月２４日『産
経・正論』「戦時内閣」の基本方針を立てよ）。

一旦、戦端が開かれたならばどのような事態を招
来するか、想像力の欠如したあまりにも軽々しい発
言だ。日本に対する武力攻撃がないにも拘わらず、
自衛隊を出動させるようなことは絶対にしてはなら

ない。その意味で、台湾有事について「存立危機事
態になり得る」という高市首相の軽はずみな発言は
兼原元国家安全保障局次長発言と同様、自らの発言
がどのような事態を招来させるかという想像力の欠
如し、いたずらに中国政権を挑発するものだ。横須
賀、米原子力空母ジョージ・ワシントンの艦上で、
トランプ米大統領と共に飛び跳ねている場合か。高
市首相の後ろ盾と称する麻生太郎自民党副総裁が
２０２３年８月訪台した際、「戦う覚悟」とぶち上げ、
中国が激しく反発したことはまだ記憶に新しい。想
像力の乏しい輩たちだ。
「政治の中枢に戦争体験者がいる間は大丈夫だ。

問題なのは、戦争体験者がいなくなった時だ」と言
ったのは故田中角栄元首相だ。被爆国日本の国是「非
核三原則」の見直しなど、とんでもない話だ。

７　「敵対的相互依存関係」の陥穽に嵌るな

１０月３１日、高市首相は習近平主席と会談し「戦
略的互恵関係」の推進と「建設的かつ安定的な関係」
を構築することで一致したという。

高市首相は、日中間の基本文書の一つによる〈「戦
略的互恵関係」の包括的推進に関する日中同声明〉

（２００８年、福田康夫首相・胡錦濤主席）では、「（日
中）双方は互いに協力のパートナーであり、互いに
脅威とならない」ことを確認したうえで、「（１）日
本側は、中国の改革開放以来の発展が日本を含む国
際社会に大きな好機もたらしていることを積極的に
評価し、恒久の平和と共同の繁栄をもたらす世界の
構築に貢献していくとの中国の決意に対する支持を

� ２０２５・１１・２５　首相官邸前緊急抗議集会　撮影　筆者
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表明した。（２）中国側は、日本が、戦後６０年余り、
平和国家としての歩みを堅持し、平和的手段により
世界の平和と安定に貢献してきていることを積極的
に評価した」（同声明４項）と、日中の首脳が互い
にエールの交換をしていたことを知っているのか。

もちろん、問題は日本側だけにあるわけではない。
胡錦濤政権と異なり、「強国」を標榜する習近平政
権は、対内的に香港、ウイグル自治区などで人権弾
圧を強め、対外的には、「戦狼外交」とも称される
南シナ海における島嶼の埋め立てなどにより周辺諸
国との間に緊張をもたらしている。

今、日中の軍拡派は互いに不信を投げつけ合うこ
とによって自己の勢力を増大させようとしている。
中国の軍拡派は高市首相の挑発を「待ってました」
と受け止め、あらゆる方法を使って対日強硬策を強
めて来るであろう。２０１２年の尖閣諸島の国有化
問題、１３年の安倍首相（当時）靖國参拝、２２年
のペロシ米下院議長（当時）の訪台の時もそうだった。

中国当局は、〈日本に行くと危険だから、日本に
行くのを控えるように〉と「虚偽」の風説を流し、
日本への渡航自粛を呼びかけているという。日本に
対する揺さぶりだ。

政権同士はともかくとして、日中民衆は冷静にな
らなければいけない。日中の軍拡派が煽る「敵対的
相互依存関係」の陥穽に嵌ってはならない。本年９
月３日、中国天安門広場で抗日戦争勝利８０周年の
記念式典と軍事パレードが行われた【注３】。

習近平主席はプーチン大統領と金正恩総書記等を
従えて、閲兵した。朝日新聞の川柳欄に「トランプ
がいてもおかしくない天安門」とあった。
「以民促官」、民が官を促し、世界を変えなけれな

らない。「両国間の国交を正常化し、相互に善隣友
好関係を発展させることは、両国国民の利益に合致
するところであり、またアジアにおける緊張緩和と
世界の平和に貢献するものである」と述べた日中共
同声明前文末尾を反芻したい。

 【注１】
日中共同声明第２項

「日本国政府は、中華人民共和国政府が中国の唯
一の合法政府であることを承認する」

同第３項

「中華人民共和国政府は、台湾が中華人民共和国
領土の不可分の一部であることを重ねて表明する。
日本国政府は、この中華人民共和国政府の立場を十
分理解し、尊重し、ポツダム宣言第８項に基づく立
場を堅持する。」

ポツダム宣言第８項
「カイロ宣言ノ条項ハ履行サレルベク」
カイロ宣言

「満州、台湾及ビ澎湖島ノヨウニ日本国ガ清国人
カラ盗取シタ全テノ地域ヲ中華民国ニ返還スル」

と一つの中国を謳っている
【注２】
２００７年４月１２日日本の国会で演説した温家

宝中国首相は
尖閣諸島問題については、

「大局を念頭に置いて、小異を残し大同につくこ
とです。中日両国の間には一部の具体的な利益と一
部の問題に関する見解に意見の相違があることは認
めなければなりません。しかし、双方の共通利益と
比べれば、これは到底副次的なものであります。わ
れわれは戦略的大所高所から、長期的視点に立って、
そして歴史に対し責任ある態度で、誠意と自信を持
って、対話と協議を行いさえすれば、双方の間に横
たわる問題を適切に解決する方法を必ず見出すこと
ができます。

東海の問題については、両国は係争を棚上げし、
共同開発する原則に則って、協議のプロセスを積極
的に推進し、相違点の平和的解決のため実質的なス
テップを踏み出して、東海を平和・友好・協力の海
にすべきです」と述べたが、台湾問題については

「台湾問題は中国の核心的利益にかかわるものです
ので、少し触れたいと思います。私達は台湾問題の
平和的解決をめざして最大限の努力を尽くしてまい
ります。しかし、『台湾独立』を絶対に容認しません。
台湾当局による『台湾の法的独立』及び他のいかな
る形の分裂活動にも断固として反対します。日本側
には台湾問題の高度な敏感性を認識し、約束を厳守
し、この問題に慎重に対処するよう希望します」。
【注３】欧州でも戦争が終結した５月８日、連合

国軍がノルマンディー上陸した６月６日の記念日な
どに記念式典が行われたりするが、軍事パレードは
しない。


